












































































の  (1−e)  単位では、労働を供給する。期間１における個人の貯蓄は s1 であ
る。期間２では、個人は１単位の労働を供給し、s2 だけ貯蓄する。期間３で個
人は退職年齢 l を決定する注２）。労働供給は１単位で残りの  (1−l)  単位は余暇
である。個人の消費は労働所得と貯蓄により賄われる。実質賃金 w は教育水
準 e の増加関数、かつ凹関数である。実質賃金 w について、
　w＝w  (e)、w'  (e)  ＞0、w"  (0)  ＜0 となる注３）。
　代表的個人の第 i 期の消費は ci (i＝1, 2, 3) である。代表的個人のライフ・




　U  (c1, c2, c3, l)  ＝u  (c1)  ＋u  (c2)  ＋u  (c3)  ＋v  (1−l)
である。
　分離された効用関数 u  (・), v  (・)  は消費および余暇の増加関数、かつ凹関
数であるので、u'  (・)、 v'  (・)  ＞0、u"  (・)、 v"  (・)  ＜0 が成立する注４）。こ
こで、消費 ci に関する限界効用の弾力性を定義する。σ(ci) は消費 ci に関する





齢 l を決定する。政府は第 i 期に代表的個人に比例的所得税率 ti  (i＝1, 2, 3) を
課す。
　代表的個人が直面する最大化問題は、
　Max　u  (c1) ＋u  (c2) ＋u  (c3) ＋v  (1−l)
e, l, s1, s2
　　s.t.　c1＝ (1−e) (1−t1) w (e) −s1
c2＝ (1−t2) w (e)−s2＋s1 (1＋r){ c3＝l (1−t3) w (e) −s2 (1＋r)s1 ≥ 0
である。
　ラグランジュ関数は、
　L ＝u (c1) ＋u (c2) ＋u (c3) ＋v (1−l) ＋μs1
＝u ((1−e) (1−t) w (e) −s1)
＋u ((1−t2) w (e) −s2＋s1 (1＋r))











＝w'  (e)  (1−e)  (1−t1)  u'  (c1)
−w  (e)  (1−t1)  u'  (c1)
＋  (1−t2)  w'  (e)  u'  (c2)




















　u'  (c1)  ＝  (1＋r)  u'  (c2) （５）
となり、同様に（４）式を移項して整理すれば、
　u'  (c2)  ＝  (1＋r)  u'  (c3) （６）
となる。したがって、
　u'  (c1)  ＝  (1＋r)  u'  (c2)  ＝  (1＋r)
2  u'  (c3) （７）
となる。
　（７）式を（１）式に代入し、移項して整理すると、
　　w'  (e)  {(1−e)  (1＋r)2  ＋  (1＋r)＋l}−w  (e)  (1＋r)2
　＝t1  {w'  (e)  (1−e)  −w  (e)} (1＋r)











2  −  (1−t2)  (1＋r) （９）
となる注６）。
　また、（２）式から、




　c1＝ (1＋r) c2 （11）
　c2＝ (1＋r) c3 （12）
と簡略化される。
　（11）式と最大化問題の制約式から
　　 (1＋r) s1−{1＋ (1＋r)
2} s2
　＝ (1＋r)2 l (1−t3) w (e) − (1−t2) w (e) （13）
が得られる。
　また、（12）式と最大化問題の制約式から、
　　 (2＋r) s1− (1＋r) s2






(1＋r)3 ＋ (2＋r) [(1−t1) {(1＋ (1＋r)2 (2＋r) (1−e)




＋ (1−t2) (1−r) {(1＋r)





　(1−t1) {(1＋ (1＋r)2) (2＋r) (1−e)
＋ (1＋r)5 (1−e) − (1＋r)5 
w  (e)
   
w'  (e) } ⪌0 （16）
である。
　また、（16）式の左辺の中括弧の中の第１項は、

















(1＋r)3 ＋ (2＋r) [(1＋r)5  (1− w  (e)   w'  (e) )











費 ci  (i＝1, 2, 3) は、
c1＝ (1−e) (1−t1) w (e)
　{ c2＝ (1−t2) w (e) −s2 （20）
c3＝l (1−t3) w (e) ＋s2 (1＋r)
となる。
　代表的個人の効用関数
　U (c1, c2, c3, l) ＝u (c1) ＋u (c2) ＋u (c3) ＋v (1−l)
の教育水準 e に関する限界効用関数 Ue は、
　Ue＝ {w'  (e) (1−e) −w  (e)} (1−t1) u'  (c1)
＋w'  (e) {(1−t2) u'  (c2) ＋l  (1−t3) u'  (c3)} （21）
となる。
　（３）式と（４）式から、
　u'  (c1) ＝  (1＋r) u'  (c2) ＝  (1＋r)
2 u'  (c3) （22）
であるので、
　Ue＝  [w'  (e) {(1−e)  (1−t1)  (1＋r)
2 ＋  (1−t2)  (1＋r)
＋l  (1−t3)}  −w  (e)  (1−t1)  (1＋r)]  u'  (c3) （23）
が成立する。
　代表的個人の、教育水準 e に関する限界効用 Ue は、
　Ue＝Ue  (e, l, s1, s2) ＝Ue  (e  (t1, t2, t3, r, l), l, s1, s2)
と表わせる。
　また、代表的個人の第３期の消費 c3 は、







　∂Ue/δl＝w' (e) (1−t3) u’ (c3)
＋  [w' (e) {(1−e) (1−t1) (1＋r)
2 ＋ (1−t2) (1＋r)
＋l (1−t3)} −w (e) (1−t1) (1＋r)]  u" (c3) (1−t3) w (e) （24）
となる。
　ここで、簡単化のために、３期を通じて、すべての期の税率が同一、すなわ
ち、t1＝t2＝t3＝t と仮定する。このとき、代表的個人の限界効用 Ue は、
　Ue＝Ue (e, l, s1,  s2) ＝Ue (e (t, r, l), l, s1, s2)
であり、第３期の個人の消費 c3 は、




　∂Ue/∂l＝w' (e) (1−t) u' (c3)
＋ (1−t)2 w (e) u" (c3)  [w' (e) {(1−e) (1＋r)
2 ＋ 
(1＋r) ＋l} −w (e) (1＋r)]
　＝w' (e) (1−t) u' (c3)






 u' (c3) ×
[{(1−e) (1＋r)2 ＋ (1＋r) ＋l}− w (e)   w' (e)  (1＋r)] （25）
となる。
　ここで、w  (e) /w'  (e) ＝  (△e/e/△w/w) e＝ηe，
　−σ(c) ＝cu" (c) /u'  (c) であるので、






 {((1−e) (1＋r)2 ＋ (1＋r) ＋l) − (1＋r) eη}] （26）
となる。
 ただし、σ(c3) は限界効用の弾力性、η は教育の賃金率弾力性である。
　（26）式の右辺の中括弧の中の式が、
　((1−e) (1＋r)2 ＋ (1＋r) ＋l) − (1＋r) eη＝0
のとき、すなわち、教育の賃金弾力性η が、
　η＝




　∂Ue/∂l＝ (1−t) w' (e) u' (c3) ＞0、
となる。
　また、











　仮定により、(1−t) w' (e) u' (c3) ＞0 であるので、










































　したがって、教育水準 e に関する効用の２階の導関数 Uee＞0 から、第３期の
消費 c3 に関する限界効用の弾力性 σ(c3) と、教育水準 e＝c












　（29）式によれば、第３期の消費 c3 に関する限界効用の弾力性 σ(c3) が、税
収後の賃金率 (1−t) w  (e) に対する第３期の消費 c3 の比率 c3/ (1−t) w (e) と等
しいならば、教育水準 e─ の変化と退職年齢 l の変化は無関係である。また、第
３期の消費 c3 に関する限界効用の弾力性 σ(c3) が税収後の賃金率 (1−t) w  (e) に
対する第３期の消費の比率 c3/ (1−t) w (e) よりも大きい（小さい）ならば、
教育水準 e─ の変化と退職年齢 l の変化は同方向（反対方向）である。
　ⅱ）教育水準と税率
　教育水準 e に関する、代表的個人の限界効用関数の税率 t に関する導関数は、
　∂Ue/∂t＝ {u' (c3) ＋ (1−t) u" (c3) lw (e)} ×




　（30）式を、第３期の消費 c3 に関する限界効用の弾力性 σ(c3)、教育の賃金
率弾力性 η を用いて整理すれば、
　∂Ue/δt＝u' (c3) w' (e) {1− (1−t) lw (e) c3σ(c3)} ×
[(1＋r)2eη− {(1−e) (1＋r)2＋ (1＋r) l}] （31）
となる。
　（31）式の右辺の中括弧の中の式がゼロの値、すなわち、
　1− (1−t) lw (e) c3σ(c3) ＝0、




(1−t) lw  (e)  c3
となり、
　（31）式の右辺の大括弧の中の式がゼロの値、すなわち、
　(1＋r)2 eη− {(1−e) (1＋r)2 (1＋r) ＋l} ＝0
と仮定すると、教育の賃金率弾力性 η は、
　η＝







(1−t) lw  (e)  c3
となり、
　（31）式の右辺の大括弧の中の式がゼロの値、すなわち、
　(1＋r)2 eη− {(1−e) (1＋r)2 (1＋r) ＋l} ＝0
と仮定すると、教育の賃金率弾力性ηは、
　η＝




















(1−t) lw  (e)  c3
 
,
　e (1＋r)2 η− {(1−e) (1＋r)2 ＋ (1＋r) ＋l} ⪌0
⇔η(e) ⪌








(1−t) lw  (e)  c3
または、教育の賃金率弾力性 η(e) が、
　η(e) ＝
(1−e) (1＋r)2 ＋ (1＋r) ＋l
   
e (1＋r)2
のとき、税率 t の教育水準 e─ に与える効果は、
　de─/dt＝0





(1−t) lw  (e)  c3
かつ、教育の賃金率弾力性 η(e) が、
　η(e) ＞







(1−t) lw  (e)  c3
かつ、教育の賃金率弾力性 η(e) が、
　η(e) ＜
(1−e) (1＋r)2 ＋ (1＋r) ＋l
   
e (1＋r)2
のとき、税率 t の教育水準 e─ に与える効果は、
　de─/dt＜0







(1−t) lw  (e)  c3
かつ、教育の賃金率弾力性 η(e) が、
　η(e) ＞







(1−t) lw  (e)  c3
かつ、教育の賃金率弾力性 η(e) が、
　η(e) ＜
(1−e) (1＋r)2 ＋ (1＋r) ＋l
   
e (1＋r)2
のとき、税率 t の教育水準 e─ に与える効果は、
　de─/dt＞0
となる。すなわち、税率 t の変化と教育水準 e─ の変化は同方向である。
　ⅲ）教育水準と利子率
　さて、教育水準 e─ と利子率 r の関係は、どのようになるのだろうか。両者の
関係を検討しよう。教育水準 e に関する個人の限界効用関数の利子率 r に関す
る導関数は、
　∂Ue/∂r＝ (1−t) (1＋r) {w' (e) (1−e) −w (e)}×
{2u' (c3) ＋ (1＋r) u" (c3) s2}












































のとき、利子率 r の教育水準 e─ に与える効果は、
　de─/dr＝0
となる注８）。すなわち、利子率 r の変化と教育水準 e─ の変化は無関係である。


























のとき、利子率 r の教育水準 e─ に与える効果は、
　de─/dr＜0
である。すなわち、利子率 r の変化と教育水準 e─ の変化は反対方向である。




























のとき、利子率 r の教育水準 e─ に与える効果は、
　de─/dr＞0


















注３）　ここで、w' (e) は賃金率関数 w (e) の１次の導関数、w" (e) は２次の導関数で
ある。
注４）　ここで、u' (・)、v' (・) は、それぞれ効用関数 u (・)、v (・) の１次の導関数、
u" (・)、v" (・) は２次の導関数である。
注５）　ここで、σ(ci) について、さらに変形すれば、
σ(ci) ＝−ciu" (ci)/u' (ci)
＝−△u' (ci)/u' (ci)/△ci/ci
となる。
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